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１．はじめに 

 

２０世紀のまちづくりにおいて、モータリゼーション

の進展が多大なる影響を与えたのは周知の事実である。

このような状況の中、早くから都市の郊外化や自動車社

会が進展してきたアメリカでは、これまでの道路網中心

の Auto-Oriented 的な開発に対し、公共交通の駅やバ

ス停を中心にコンパクトな複合用途を開発する Transit

 Oriented Development（ＴＯＤ）が誕生した１）。日本

は、都市における鉄道シェアが世界的に高く、ＴＯＤの

先進国であると言われている。しかし、日本のＴＯＤは、

古くは阪急電鉄から始まり、東急田園都市に代表される

ように、民鉄の路線整備と沿線開発という部分が強く、

用途のコントロールやＴＯＤ自体の計画的誘導という制

度的な部分では課題が残されている。 
そこで本稿では、駅前の市街地整備における一般的な

手法である市街地再開発事業（以下、再開発）に着目し、

再開発において供給されている建物の用途に関して、再

開発の実例を建物の用途別に分類し、その地区の特性を

整理することによって、再開発における供給用途と立地

特性との関係性を見出すこと、供給用途の多様性につい

てその特徴を把握することを通じて、ＴＯＤの要素の一

つである混合用途が生まれやすい地区の土地利用の性格

を見出すことを目的とする。 
なお、特に断りのない場合、再開発関連のデータは日

本の都市再開発４・５2）3）を用いている。 

*キーワーズ：都市計画、再開発、土地利用 

**学生員、学（工）、横浜国立大学大学院環境情報学府 

   （神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台79-5 

    TEL045-339-4039、FAX045-339-4039） 

***正員、工博、横浜国立大学大学院環境情報研究院 

   （神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台79-5、 

    TEL045-339-4033、FAX045-339-4033） 

****正員、工博、横浜国立大学大学院環境情報研究院 

   （神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台79-5、 

    TEL045-339-4032、FAX045-339-4032） 

*****正員、工修、横浜国立大学大学院環境情報研究院 

   （神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台79-5、 

    TEL045-339-34031、FAX045-339-4031） 

２．再開発の現状 

 

 まず、わが国における再開発の現状をまとめる。 

 

（１）開発件数 

 平成10年度末の時点において、再開発の事業完了件数

は全国で400件を超えており、その数は年々増加傾向に

ある。図-1は全国の再開発の件数および鉄道駅隣接地

での件数の推移を表したグラフである。このグラフから

もわかるように、再開発の半数以上が鉄道駅隣接地で行

われている。 

 

（２）実施規模 

 図-2は実施規模別で件数を表したグラフである。再

開発の実施規模は概ね街区の１ブロック～２ブロック程

度で行われており、施行面積としては比較的小規模とい

える。（参考：市街化率80％以上のＤＩＤ地区内におけ

る土地区画整理事業の実施規模は平均18ha4）） 

 

（３）事業期間年数 

 図-3は事業期間年数別で件数を表したグラフである。

再開発の場合、実施規模が比較的小規模であることから

平均5.6年と、早い年数で事業が完了しているといえる。

（参考：市街化率80％以上のＤＩＤ地区内における土地

区画整理事業の平均事業期間年数は17年4）） 

 

 以上より再開発は、その半数以上が鉄道駅隣接地で施

行され、実施規模は土地区画整理事業に比べ小規模だが

早期に事業完了するというメリットがあることがわかる。 

 

３．研究対象地 

 

本研究の対象地としては、国内でも鉄道網が発達してい

る首都圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）で平成

元年度から平成10年度に事業が完了した地区のうち、

山手線内および都道府県代表駅をのぞく鉄道駅に隣接し

た再開発を表-1に示したように50地区選定した。 
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図-1 全国の再開発件数・駅前開発件数 
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図-2 再開発の実施規模 
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図-3 再開発の事業期間年数 

 

４．再開発の用途 

 

（１）最大用途 

まず、施設建築物の最大用途に着目し、住宅・店

舗・事務所・ホテル・公益施設・駐車場・その他の8つ
に分類し、その件数を調べてみた。結果を図-4に示す。 
このグラフから、再開発における用途として店舗が最も

多く、住宅、事務所と続いていることがわかる。また、

図-5、図-6、図-7はそれぞれ最大用途が住宅、店舗、

事務所である地区の性格を示したものである。 
a）住宅 

最大用途が住宅となっているのは15地区であるが、

図-5を見てみると、13地区は住宅系地区であるのに対 

 

表-1 研究対象地 

№ 地区名 № 地区名

1 川越駅東口 26 町屋駅前中央地区

2 川口駅西口 27 町屋駅前中央第二地区

3 川口駅東口第三工区 28 練馬春日町駅西地区

4 北与野駅南口 29 亀有駅南口地区

5 北与野駅北口 30 三鷹駅南口地区

6 与野駅西口浦和地区 31 原町田三丁目地区

7 武蔵浦和駅第２街区 32 西国分寺駅南口地区

8 岩槻駅東口 33 ひばりが丘駅南口地区

9 草加駅東口 34 八王子駅北口地区

10 谷塚駅東口 35 立川基地跡地関連地区

11 久喜駅前西口 36 武蔵境駅北口地区

12 北小金井駅南口地区 37 東青梅駅南口地区

13 本八幡Ｃ-1地区 38 中河原駅北口地区

14 柏駅東口Ｅ街区第一 39 府中駅南口第二地区

15 押上二丁目地区 40 田無都市計画田無駅北口地区

16 大井町駅東口第一地区 41 狛江駅北口第１地区

17 中野四丁目東地区 42 杉田駅東口地区

18 中野坂上本町二丁目 43 上大岡駅西口地区

19 成増駅北口地区 44 二俣川駅北口地区

20 成増駅北口第二地区 45 川崎駅北口地区第1街区

21 田町駅前西口地区 46 溝口駅北口地区

22 大島五丁目地区 47 大船駅東口第１地区

23 三軒茶屋・太子堂四丁目地区 48 汐入駅前地区

24 新高円寺駅前地区 49 汐入駅前第２地区

25 赤羽駅西口地区（第Ⅱ期） 50 茂原駅南口地区  
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図-4 再開発の最大用途 

し、２地区では商業集積地となっている。この２地区は 

町屋駅前中央第二地区と成増駅北口第二地区であるが、

町屋駅前中央第二地区は民間企業の社宅として住宅が供

給されており、一般への供給はない。成増駅北口第二地

区は、副都心の池袋まで約10分と至極便利な場所であ

り、また、板橋区の西の玄関口となる場所でもある。事

業目的においてもこの地区を都心と直結した優れた住環

境を整備することが明記されている。 
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 図-5 住宅が最大用途である地区の性格 



b）店舗 

 最大用途が店舗となっているのは22地区であるが、

図-6を見てみると21地区は商業系地区であるのに対し、

西国分寺駅南口の１地区のみは住宅地となっている。こ

の地区ではＪＲ武蔵野線とＪＲ中央本線の乗換駅である

西国分寺駅に接しているにもかかわらず、商業が集積し

ておらず、住宅供給に加えて、再開発の核として店舗を

導入している。 
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図-6 店舗が最大用途である地区の性格 

c）事務所 

図-7を見ればわかるように、最大用途が事務所とな

っているのは全部で10地区で、国有地である立川基地跡

地関連地区の１地区を除いては住商工いずれにも見られ

る。この地区の特徴としては、自治体内でも核となるべ

く、地域の拠点として整備が進められていることが挙げ

られる。 
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 図-7 事務所が最大用途である地区の性格 

d）ホテル 

 最大用途がホテルとなっているのは北与野駅北口地区

と原町田三丁目地区の２地区で、住商混合地および商業

集積地と、共に商業系の土地利用となっている。北与野

駅北口は、新駅（北与野駅）開業に合わせ、南口と同時

に施行されており、中枢都市圏構想のメッセ、コロシア

ム建設予定地への導入拠点として準備が求められていた。

原町田三丁目地区は町田市の中心地区に位置し、文化・

商業地区を導入することで活力ある中心市街地への再生

を目指すとしている。 

 e）公益施設 

最大用途が公益施設となっているのは汐入駅前の１

地区で、横須賀の文化・産業の拠点として整備すること

により、その相乗効果で周辺の商店街にも好影響を及ぼ

すとことを目的とし、汐入駅舎改良と同時に、横須賀芸

術劇場を核とした再開発が行われた。 

f）駐車場 

柏駅東口Ｅ街区は、駐車場が最大用途になっている。

柏駅は駅前に大規模店舗が集積しているものの、駐車場

や道路などの整備が遅れていたことから、この地区では

店舗、業務施設と同時に大規模な駐車場棟を建設したも

のである。 

以上をまとめると、 

① 再開発における用途の大半は住宅・店舗・事務

所が供給されている 

② 住宅用途が最大の場合、その地区の性格は大半

が住宅系である 

③ 商業集積地で住宅用途が最大な例は少ないが、

該当地区では地域のコミュニティの核としての

積極的な整備がなされている 

④ 店舗用途が最大の場合、その地区の性格の大半

は商業系である 

⑤ 住宅地で店舗用途が最大の例は少なく、これに

該当する地区は鉄道乗り換えターミナル周辺に

もかかわらず、商業が集積していないという背

景がある 

⑥ 事務所用途が最大の場合、その地区は自治体内

でも中心的な場所にあり、地域の拠点としての

整備が進められていることが多い 

⑦ ホテル・公益施設、駐車場などが最大用途にな

る例はほとんどない 

⑧ 駅周辺に駐車場が未整備の場合、大規模な駐車

場が導入されることがある 

 

（２）用途の多様性 

 前節では最大用途に着目したが、今度は用途の多様性

に着目してみる。 

 a）用途の数と平均施行面積 

下の図-8は用途の種類数と施行平均面積を表したも

のである。 
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図-8 用途の数と施行平均面積 

このグラフを見ると、必ずしも平均面積が広いと用途数

が多いというわけではないことがわかる。特に注目すべ

きは用途数６で平均面積が0.5haという部分である。 

では、この例をさらに詳しく見てみる。 
１件目は本八幡Ｃ-1地区で、住商混合地という地区の

性格を持つ。再開発ビルは１棟で、その中に住宅、店舗、



事務所、駐車場、スポーツ施設、公共施設がある。再開

発の背景としては、都営地下鉄新宿線の本八幡乗り入れ

に伴い、本八幡と京成八幡を結ぶ地下通路が計画された

ことで、これを機に再開発を進めることとなった。目的

は公共施設の整備、防災性の強化、住宅の供給であるが、

２駅を結ぶ街路に位置し、地域の拠点となること、居住

者の利便性を図ることから多様な用途が供給される結果

となっている。 
２件目は押上二丁目地区で、住商工混合地に位置し、

１棟の再開発ビルに中に住宅、店舗、事務所、駐車場、

女性センター、消費者センターがある。背景として同潤

会アパートの老朽化があり、アパートの建替えが持ち上

がり、それを機にその周辺も含めて一度に再開発を行う

ことになった。目的としては公共施設の整備、防災性の

強化、住宅の供給、居住環境の改善と、本八幡の例とほ

ぼ同様であり、こちらは区が積極的に公共施設の整備を

進める目的があったことが用途を増やした要因であると

考えられる。 

 b）用途の種類 

 次に、上記の２例以外の地区でどのような用途が供給

されているのか、その特徴をを最大用途別に「住宅」

「店舗」「事務所」において見てみる。 

ⅰ.住宅 

 図-9は住宅が最大用途である再開発における用途構

成の一覧である。住宅がメインの再開発においては、必

ず店舗も供給されているというのが特徴的である。これ

は、居住者の利便性を図ろうとしていること、住商混合

地における古くからの商店街の活性化を狙っているもの

が要因にあると考えられる。 

ⅱ.店舗 

 図-10は店舗が最大用途である再開発における用途構

成の一覧である。住宅とは逆に、店舗メインの再開発に

おいては必ずしも住宅が供給されているとは限らない。

これは、店舗立地が商業集積地もしくは住商混合地に大

きく二分され、前者の場合では住宅が供給されにくい環

境であるからだと考えられる。 

ⅲ.事務所 

 図-11は事務所が最大用途である再開発における用途

構成の一覧である。事務所メインの再開発においても、

住宅同様に店舗が必ず供給されている。 
地区数 住宅 店舗 事務所 ホテル 公益施設 駐車場 その他 用途数
2 6
3 5
1 5
1 4
1 4
2 4
1 4
2 3
1 3
1 2  

図-9 用途構成（住宅最大） 

 

地区数 住宅 店舗 事務所 ホテル 公益施設 駐車場 その他 用途数
4 5
1 5
1 4
6 4
2 4
1 3
1 3
3 3
2 3
1 2 

図-10 用途構成（店舗最大） 

地区数 住宅 店舗 事務所 ホテル 公益施設 駐車場 その他 用途数
1 7
1 5
2 5
3 4
1 4
1 3
1 3 

図-11 用途構成（事務所最大） 

以上をまとめると、 

① 用途数と施行平均面積に明確な相関性は存在し

ない 

② 狭い面積で多数の用途が供給されている地区で

は、居住者の利便性を図っている（住宅が用途

に入っている） 

③ 住宅用途最大の再開発には住民の利便性を図る

ため店舗も供給されやすい 

④ 店舗用途最大の再開発は、住商混合型と商業集

積型に分類できる 

⑤ 店舗用途最大の再開発では大規模な駐車場もあ

わせて供給されやすい 

⑥ 事務所用途最大の再開発でも店舗があわせて供

給されやすい 

 

５．まとめ 

 

これまでの考察をまとめると、混合用途が供給され

やすい背景として、元々の地区の性格として、用途があ

まり純化していないこと（特に業務集積）、住宅が含ま

れていること、また自治体内の公的施設の整備が不十分

なことが挙げられる。 
本稿では土地利用の特性から考察を行ったが、今後

は、人口、地価、商業統計などの統計データとの関連性、

同じ立地条件において用途の差が生じる要因を解明する

ことが課題である。 
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